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               （単位：％）

年 2016年 2017年 2018年

国・地域 (実績) (予想) (予想)

新興国アジア 6.4 6.8 6.9

中国 6.7 6.8 6.5

インド 7.1 6.8 7.8

アセアン5 5.0 5.4 5.5

インドネシア 5.0 5.1 5.4

タイ 3.2 3.8 4.0

マレーシア 4.2 5.9 5.9

フィリピン 6.9 6.7 6.9

ベトナム 6.2 6.8 6.8

NIES 2.3 3.0 2.7

韓国 2.8 3.1 2.8

台湾 1.4 2.5 2.2

シンガポール 2.0 3.3 3.1

香港 1.9 3.6 2.7

2017年12月14日 最近の指標から見る中国経済（2017年12月） 
2017年12月01日 インドのGDP成長率（2017年7-9月期） 

18年の新興国アジアは6.9％成長へ加速 

（No.2,928） 
〈マーケットレポートNo.5,779〉 

2017年12月19日 

18年の新興国アジアは6.9％成長へ加速 

 17年のアジア各国・地域のインフレ率は概ね安定

的に推移しています。原油価格が落ち着いていた

ことや食品価格の下落に加え、通貨高がインフレの

押し下げ要因となりました。ただし、18年は景気拡

大に伴いインフレ率はやや加速するとみられます。 

 多くの中央銀行は、米国の利上げが着実に進む

中でも、インフレ率の安定を背景に緩和的な金融

政策を維持してきました。しかし、韓国が11月末に

約6年ぶりの利上げに踏み切るなど、18年は他の

中央銀行の一部も利上げに動きそうです。 

 2017年のアジア経済は回復基調が続いています。

7-9月期の実質GDP成長率（前年同期比）は、

中国・香港を除くアジアの国・地域で4-6月期から

加速しました。堅調な欧米景気や安定した中国経

済を背景に輸出が伸びている上に、落ちついたイン

フレ率と低金利の下で個人消費や投資が好調なこ

とが背景です。17年の新興国アジア及びNIESの

実質GDP成長率はそれぞれ＋6.8％、＋3.0％と

16年から加速する見通しです（右表参照）。 

アジア経済は回復基調 
内外需とも好調 

インフレ率が安定 
17年は低金利政策を維持 

2018年アジア経済の見通し 

【アジア各国・地域の実質GDP成長率】 

（注） データは2016年～2018年。2017年、2018年は弊社予測値。 
     インドは年度（4月～3月）ベース。 
     新興国アジアは、中国、インド、インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、

ベトナム、その他22カ国（IMFによる分類）。 
     アセアン5は、インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、ベトナム。 
     NIESは、韓国、台湾、シンガポール、香港。 
（出所） Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

 18年のアジア経済は、引き続き世界景気の拡大に伴う外需に加え、低インフレに支えられた個人消費や好

調な企業収益、インフラ需要を背景とした投資など内需の増加により、景気拡大を続ける見込みです。18年

の実質GDP成長率は、インドやアセアンが牽引し、新興国アジアが＋6.9％に加速する一方、NIESは中国

景気減速の影響などから＋2.7％にやや鈍化すると予想しています。 

 18年のアジア各国・地域の金融政策は、景気拡大とインフレ率の加速が予想される中で、フィリピンが利上げ

に動く見込みであるほか、インドやマレーシアも利上げを行う可能性があります。 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/china/news171214ch.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/asia_oceania/news171201as.html

